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復興事業は、｢西部大開発｣ や ｢中部地区崛起｣ の風に乗って、また４兆元の景気対策とも
重なっていた。
　東日本大震災は、リーマン・ショック後であっただけではなく、バブル経済とその崩壊、
大型金融破綻と経済停滞の「失われた20年」と、経済グローバル化に翻弄された時期にあ
たって、財政難が続いていた中で発生しており、経済的には中国のような資金調達は無理
である。
　また、東日本大震災は、津波被災と原発危機が重なっており、復興建設に遅れ、放射線
に汚染されたがれきや水の処理は難航している。
　原発危機問題により近代経済学の危機という話題が提起され、異なる利益集団が異なる
仕方で共に利益を得るような政策提言も時にはなされた。特定利益の代弁者としての学者
に警戒すべきであると強調され、「資本から独立した政治経済学」が今こそ必要であるとの
主張がされている。
注
１）東部の重慶は1997年に直轄市として分離した。
２）西部という概念は中国の経済地帯区分によるもので、変わってきている。中国は“七五”計画
（1986-1990）期間に、地域経済を段階的な開発する概念を提出した。よって、東部沿海、中部内陸と
西部地区という三大経済地帯を区分した。東部地帯は、遼寧、冀、京、津、山東、江蘇、上海、浙
江、福建、広東、瓊、広西チワン族自治区という12ヵ省、直轄市、自治区（港、澳、台を含んでいな
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い）を含んで、人口密度と経済密度が全国で最大であり、経済実力と市場経済が発達する地域であ
る。中部地帯は、黒、吉、内モンゴル、晋、河南、湖北、湖南、安徽の９省、自治区を含んで、全国
で比較的に経済は発達し、人口が集中している地域である。西部地帯は、川（1997年に新設した重庆
市を含む）、貴、滇、チベット、陕、甘、寧、青、新の９省、自治区を含んで，全国で比較的に経済
は遅れて、人口は少ない地域である。
　　2000年の西部大開発戦略の実施によって，三大地帯の地域範囲は変化し、東部の広西、中部の内モ
ンゴルを西部にした。したがって、東部地带は11の省、直轄市、中部地带は８省、西部地带は12ヵ
省、直轄市、自治区を含むことになった。
　　また、2008年より、遼寧省、吉林省、黒竜江省の３省からなる東北部を新規したので、東部は、７
省、３市（北京市、天津市、河北省、上海市、江蘇省、浙江省、福建省、山東省、広東省、海南省）、
中部は、山西省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、湖南省の６省に変わった。
３）「中部」とはいわゆる「中部６省」のことで、中国の山西省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、
湖南省を指している。「中部地区崛起」の概要は以下のとおりである。
　　１．中部地区の優位性を継続し、全国の食糧生産基地としての建設を加速し、農村のインフラ整備
を着実に推進する。
　　２．エネルギー・原材料基地と製造業・ハイテクの産業基地建設を強化し、鉱工業の最適化とレベ
ルアップを推進し、交通運輸の中枢としての地位を高め、商業・流通・観光業の発展を促進する。
　　３．交通運輸計画の実施を加速し、鉄道・高速道路・幹線道路・民用航空・長江水路・石油ガスパ
イプラインなどの建設を推進し、中部地区と沿海地区や西部との連結を優先的に解決し、東西を繋ぎ
南北を貫く交通運輸体系の構築に力を入れ、中部地区の交通運輸能力を全面的に強化する。
　　４．産業発展の面では、中部地区と沿海部・西部地区の協調的発展に重点を置き、中部地区の企業
と多国籍企業や沿海部企業との結合を推進し、沿海部地区や世界の産業移転の受け皿となる。
　　５．中部地区と沿海部・西部地区とで、食糧・エネルギー・原材料などの面で長期的かつ安定的な
協力関係を構築することを支援し、中部地区と沿海部・西部地区経済の一体化を奨励する。
４）こうした伏線の下で、沿海部の賃銀上昇下でグローバル企業が現地法人を沿海部から中部に再配置
する流れも生じ、内需主導型の成長パターンがリーマンショックを転じてつくり出されていったので
ある。
５）マルクス『資本論』第１巻第２版後記、ディーツ版、21ページ。傍点は引用者による。
６）死者数では、汶川大地震が東日本大震災の５倍となると指摘されることがあるが、それは人口密度
や地震の発生時間などの多くの原因によることで、中国の震災救援の有効性は損なわない。
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